





Although the “period for integrated study” has not been discussed since its introduction 
in the 1998/1999 revised government course guidelines, the “period for integrated study” is 
now being emphasized in the measures of the Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology. The purpose of this article is (1) to clarify the direction of the 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology regarding the “period for 
integrated study” and to examine the effectiveness, focusing on high school, of the subject of 
which the name has been changed to “period for inquiry-based cross-disciplinary study”; (2) 
to clarify the purpose at the time when the “period for integrated study” was established; (3) 
to examine the viewpoints of criticism at the time when the “period for integrated study” was 
established; (4) to examine the criticism of the “period for integrated study” from a theoreti-
cal viewpoint. The following conclusions were reached after examining the latter three 
points: ① the concept of the “period for integrated study” did not originate in the 1998/1999 
revised government course guidelines and is not a form of empirical education; ② the 
purpose of the “period for integrated study” has not been fully understood in educational 
settings; ③ the “period for inquiry-based cross-disciplinary study” will become more useful 
as a method of school education in the future; ④ the success or failure of the “period for 






























































































































































































































































































































生徒が小中学校で，どの学習指導要領で学んできたのかを表 1に示した 35）。表 1中の網掛け部分








PISAが調査する科学的リテラシー（表 2），数学的リテラシー（表 3），読解力（表 4）の 3分野















するために、2000 年以降の PISA 調査で対象となった生徒が小中高校で、どの学習指導要領で学ん
きたのかを表 1 に示した 35)。表 1 中の網掛け部分が、各 PISA 調査対象者が学んだ学習指導要領であ





育」の方向性を持つ学習指導要領を「学力強化」と にあらわした 36)。 
 
表 1 PISA 調査対象者が学んだ学習指導要領 
 
次に、このズレの認識の重要性をさらに明らかにするために、各 PISA での国際順位の変動を、PISA
PISA2000 PISA2003 PISA2006 PISA2009 PISA2012 PISA2015 PISA2018


















































が調査する科学的リテラシー（表 2）、数学的リテラシー（表 3）、読解力（表 4）の 3 分野別に示した。表
2、表 3、表 4では、PISA調査に関わる学習指導要領だけを表示し、網掛け部分が、それぞれの調査対
象が学んだ学習指導要領を示している。なお科学的リテラシーの平成 18 年、数学的リテラシーの平成
15 年、読解力の平成 12 年は、各領域の測定は行われているが、初めて測定が行われた年度であり、
前回との比較で上昇・下降等を示せないため矢印は描いていない。 
表 2 PISA 科学的リテラシーの国際順位の経年変化 
 
表 2 の科学的リテラシーの国際比較の結果は、平成 21 年、24 年、27 年で順位を上げているが、30
年で順位を落としている。注目すべきはその調査対象者で、平成 21年、24年は、平成 11年学習指導
要領で学んできた生徒という点である。なお 27年の調査対象はその学習過程で一部、平成 21年学習
指導要領で学んだ可能性がある者であり、順位を落とした 30 年は学力強化へとシフトした平成 21・22
年学習指導要領全面実施の中で学んだ者である。 
表 3 PISA 数学的リテラシーの国際順位の経年変化  
 
PISA2000 PISA2003 PISA2006 PISA2009 PISA2012 PISA2015 PISA2018













PISA2000 PISA2003 PISA2006 PISA2009 PISA2012 PISA2015 PISA2018
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表 4 PISA 読解力の国際順位の経年変化 
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合的な学習の時間」と表記している。なお「総合的な探求の時間（period for inquiry-based 
cross-disciplinary study）」「総合的な学習の時間（period for integrated study）」のそれぞれの
英語表記は文部科学省の規定による。


















以上 16歳 2か月以下で学校に通う生徒を調査対象としている（日本では高等学校 1年生）。





 6）読売新聞における「脱ゆとり」の初出は，平成 16年 3月 30日東京版朝刊の「小学教科書『脱
ゆとり』　検定結果，発展的記述登場『台形の面積』復活」である。また朝日新聞における初
出は，平成 17年 2月 20日朝刊の「政治主導の『脱ゆとり』中山文科相，教育見直し発言」で
ある。
 7）中央教育審議会答申「これからの学校を担う教員の資質能力向上について」平成 27年 12月
21日のうち「別紙」に表として掲載。
  http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1365665.htm




















14）文部科学省「高等学校学習指導要領」平成 11年 3月　文部科学省の「総則」中，第 4款「総
合的な学習の時間」










巻 3号　教育開発研所　平成 10年 11月
21）例えば，平成 18年 12月 12日付，朝日新聞東京版夕刊記事「約 30の都立高校で総合の時間に











































  http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/09/12/ 
1377064_2.pdf
39）文部科学省「高等学校学習指導要領」平成 30年 3月の第 4章「総合的な探究の時間」
40）文部科学省「中学校学習指導要領」平成 29年 3月の第 4章「総合的な学習の時間」
41）文部科学省「高等学校学習指導要領解説（「総合的な探究の時間」編）」平成 30年 3月
42）文部科学省「教職課程コアカリキュラム」教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討会　
平成 29年 11月
43）現代の教育用語には，認知心理学の用語が多用されている。例えば，文部科学省文書において
認知心理学の用語である「メタ認知」「自己調整学習」は，「メタ認知」794回，「自己調整学
習」32回使用されている。
89高等学校における「総合的な探究の時間」の展開に関する一考察

